
 

日越ＯＤＡ事業における新たな不正腐敗再発防止策 

 

２０２０年５月 

ＯＤＡ案件における不正防止のための日越対策協議会 

 

 

全体構成 

１． はじめに 新たな不正腐敗再発防止策の位置づけ・日越両政府の決意 

２． ＪＴＣ不正事案 事案の概要 

３． これまでの不正防止に係る取組と課題 ＰＣＩ事件後の総括 

４． 新たな不正腐敗再発防止策 再発防止策の内容 

 

１．はじめに 

日本の対ベトナムＯＤＡは１９９２年に再開されて以降，インフラ開発，制度整

備，人材育成等，多くの分野において協力が展開されベトナムの経済社会の発展，

日越関係の進展に大きく寄与してきた。また，投資環境整備を通じた日本企業の進

出など，両国経済関係の強化にも大きく寄与してきており，引き続き，高い期待が

あるところである。 

日越両国国民の税金を原資とするＯＤＡ事業は，適切な実施がその大前提である

が，２００８年にホーチミン市における円借款事業において贈収賄事件が発生し，

日越両国政府は，これまでガバナンスの強化に努めてきていたところである。 

しかしながら，２０１４年３月，対ベトナムＯＤＡ事業の一環として進められて

いる「ハノイ市都市鉄道建設計画（１号線）（Ｅ/Ｓ）」において，日本交通技術株

式会社（以下，ＪＴＣ社）によるベトナム鉄道公社関係者への不正な資金提供が発

覚した。再び不正事案の発生に至ったことは，ＯＤＡ事業に対する両国国民の信頼

を損なう極めて遺憾な事態である。 

日越両国政府は，同事案発覚直後より，真相究明と再発防止のため，「ＯＤＡ案

件における不正防止のための日越対策協議会」を設置して情報共有・意見交換を進

め，不正腐敗の根絶に向けた取組を一層強化するための新たな不正腐敗再発防止策

を策定した。 

日越両国政府は，ＯＤＡ事業の実施における不正腐敗の再発を防止すべく，本防



 

止策で合意された事項を確実に取り組むことをここに誓うものである。 

 

２．ＪＴＣ不正事案 

（１）事案の発生 

２０１４年７月，東京地検特捜部は，対ベトナム円借款「ハノイ市都市鉄道建設

計画（１号線）（Ｅ/Ｓ）」に関し，ＪＴＣ社が事業を受注する際に有利な取り計ら

いを受けるために，実施機関であるベトナム鉄道公社関係者に賄賂を渡したとして，

不正競争防止法（外国公務員への贈賄）違反の容疑で，同社前社長他２名を在宅起

訴するとともに，法人としての同社も起訴した。（インドネシア，ウズベキスタン

が８月１日に追起訴） 

同年１０月の東京地裁における第１回公判において，ＪＴＣ社及び同社関係者３

名は３か国の公務員に計約１億４,５００万円（ベトナムでは６，９９０万円）の

贈賄を行ったとする起訴事実を認め，翌年２月，同地裁は同社関係者３名に対し執

行猶予付きの有罪判決，同社に９千万円の罰金を下した（その後，検察・被告共に

控訴せず，判決が確定）。 

ベトナム政府においても，事案発覚直後より，捜査を開始し，公判を開いて６名

に対して収賄の容疑等で有罪判決がなされた。 

 

（２）発生の要因 

事案発生の要因については，ベトナム側における真相究明，並びに日本における

公判やＪＴＣ社が設置した第三者委員会の報告書において企業側における問題点

が指摘されている。 

 ＪＴＣ社のコンプライアンスに対する認識や取組が不足しており，贈賄行為の

予防や贈賄を求められた場合の危機管理対応を含むコンプライアンス・プログ

ラムが不十分であった。 

 ＪＴＣ社が日本政府・ＪＩＣＡの不正腐敗防止制度を理解しておらず，不正腐

敗情報受付窓口等を活用することができなかった。また，契約・支払プロセス

における問題ではコンサルタントは非常に弱い立場に立たされ，発注者が優越

的地位を濫用して行う不当なリベート要求に応じざるを得なかった。 

 

３．これまでの不正防止に係る取組と課題 



 

（１）ＰＣＩ事件の発生と不正腐敗再発防止策の策定 

我が国による対ベトナムＯＤＡ事業においては，２００８年８月にも円借款「サ

イゴン東西ハイウェイ建設計画」に関連して，株式会社パシフィックコンサルタン

ツインターナショナル（ＰＣＩ）の前社長ら関係者４名と法人としてのＰＣＩが，

実施機関であるホーチミン市東西ハイウェイ水環境業務管理局幹部に対し，業務受

注の謝礼等の趣旨で計８２万米ドルを供与したとして起訴された。翌年１月に開始

された公判では，被告は起訴事実を認め，被告人４名に対し懲役１．５～２.５年

の有罪判決（執行猶予付）が，同社に対しては罰金７千万円の有罪判決が言い渡さ

れた。 

収賄側とされる前ホーチミン市人民委員会担当局長も，２００９年２月に別件容

疑（職権乱用罪）で逮捕され，２０１０年３月に懲役６年の有罪判決が確定すると

ともに，２０１１年９月には収賄容疑で有罪判決（懲役２０年）が確定した。 

事件発生後，日ベトナム両国政府は，ＯＤＡ不正防止のための実効性のある措置

を早急に実施すべく，「日ベトナムＯＤＡ腐敗防止合同委員会」を立ち上げ，２０

０９年２月には，調達手続きの透明性の向上及び厳正化，腐敗防止の制度・体制強

化等の不正腐敗再発防止策をまとめた報告書に合意した。 

 

（２）不正腐敗再発防止策の実施と課題 

日ベトナム両国政府は，不正腐敗再発防止策の策定後，合意されたすべての事項

に取り組んできたが，今次不正事案の発生を受けてレビューした結果，以下のとお

り不正腐敗再発防止策の実施上の課題を確認した。 

 報告書にて合意された不正腐敗再発防止策については，全ての項目において各

案件に対する事後監査を含めた対応が講じられているが，ベトナム政府の予算

及び人員の不足により，事後監査についてパイロット的な実施に限られていた。 

 防止策における取組内容について，ベトナム側措置については，策定当時に緊

急性の高いとされていた課題を列挙し，これまで概ね実施されてきているが，

制度の構築や規定の制定等に重点が置かれており，必ずしも，実施効果を追求

したものとなっていない。適切に効果を発現させるためには，ベトナム側にお

ける政府全体としての具体的な取組体制の構築，現場における実施能力の向上

が不可欠である。取組の実効性を高めるため，ベトナム政府全体としての具体

的な取組体制の構築を図ることを目的に，ベトナム政府の監査・会計検査体制



 

の強化（監察部局の関与の強化，ガイドライン作成），法令による手続や責任の

明確化，適切な制度運用を図るための能力向上等の取組を進める。 

 再発防止策の実施状況に関するフォローアップは，これまでも実施されていた

が，頻度やフォローアップ結果の活用に関して必ずしも十分ではなかった。 

 

４．新たな不正腐敗再発防止策 

日ベトナム政府は，ＰＣＩ事件後に不正腐敗防止策を策定し再発防止に取り組ん

できたにもかかわらず今般不正事案が発生したことを重く受けとめ，これまでの取

組を基礎としつつ，上記の問題意識に基づきその取組を更に強化し，以下のとおり

再発防止策を策定し，真摯かつ確実に取り組むことで合意した。 

 

（１）ベトナム側措置 

１）再発防止体制の構築・強化 

①ベトナム政府内におけるＯＤＡ案件についての情報共有の強化 

ベトナムにおけるＯＤＡ案件の実施状況について，ベトナム政府内での情報共有

を図るため，計画投資省，財政省，および政府監察院で定期的な会合を，計画投資

省が議長を務め開催する。計画投資省は，本協議会フォローアップ会合にて，日本

のＯＤＡに関する議事について会合の結果を在越日本大使館およびＪＩＣＡに通

知する。 

 

②政府監察院 

政府監察院は権限に沿って事案を迅速に解決する。政府監察院は，ＯＤＡ関連機

関（受注企業，援助実施機関，大使館等）からＯＤＡの管理，使用に関する不正事

案に関する，意見，異議申立て，告発を随時受け付け，迅速に当該事案を解決する。

政府監察院の権限の属する事案であれば，自ら監査，検査し，法律違反行為を迅速

に発見し，措置を講じる。政府監察院の権限が及ぶ範囲に属さない事案であれば，

当該案件の実施機関に当該案件の処理を移管する。移管された実施機関は検討し，

解決した上で措置内容を政府監察院に報告する責任がある。政府監察院が実施機関

による措置内容が不十分と判断した場合には，同院は，監査法，汚職防止法，告訴

法に従い，実施機関に対して，再度の対応及び調査を指示する。 

 



 

③関連法改正等による不正腐敗防止 

 以下の関連法改正や組織改編を通じ，政府一丸となり不正腐敗防止に取り組む。 

 a. ＯＤＡ会計検査ガイドラインに基づく検査の強化 

 b. 入札法の改正（入札プロセス透明化，責任所在の明確化等） 

 c. 公共投資法の策定（政府資金管理の責任所在明確化） 

 d. 倫理規定の改訂（入札法との適合性を確保し，違反した組織及び個人に対する

責任履行及び処分を強化） 

 e. ＯＤＡ資金管理に関する規定の改訂 

 f. ベトナム鉄道公社が行う建設事業については，ベトナム政府が十分な管理能力

を備えた機関を管理機関として指名 

 

２）案件モニタリングの強化 

ベトナム政府は，日越ＯＤＡ腐敗防止合同委員会報告書（２００９年２月）にて

合意された，円借款事業における調達手続きの透明性向上及び厳正化に向けた各施

策を一層厳格に運用するために，以下の通り取り組むこととした。 

 

①プロポーザルの不正な差し替えの防止 

プロポーザルの不正な差し替えを防止するとともに，問題発生時等に入札プロセ

スをレビューできるよう，コンサルタント契約に係る入札の際，応札業者は価格札

を実施機関に１部提出するほか，ＪＩＣＡにも追加の１部を提出する。ＪＩＣＡは，

入札日から当該契約終了までの間，提出された価格札を開封せずに保管する。 

 

②ＯＤＡ案件の入札評価手続きへの第三者参画の拡充 

日越ＯＤＡ腐敗防止合同委員会報告書（２００９年２月）にて導入の義務化が確

認され，これまでに試行的に行われてきた第三者による入札評価への参画について，

コンサルタント契約は全件，本体工事契約は予定金額が１０億円以上の契約の全件

を対象に，これを本格的に実施する。 

 

③サービス対価の迅速な支払い 

実施機関とコンサルタント及びコントラクターとの間の公平な契約関係を担保

するため，実施機関によるサービス対価の支払いが著しく遅延しているとＪＩＣＡ



 

が判断する案件について，実施機関はＪＩＣＡからの求めに応じて遅延の理由と対

応策を以下（３）のフォローアップ会合にて説明する。 

 

④調達事後監査の強化 

計画投資省は，ＯＤＡ案件における一層の不正腐敗防止の観点から，調達事後監

査の量的拡充に取り組む。具体的には，計画投資省は，前年度締結した契約につい

て，原則として供与または贈与金額が３０億円以上の契約についてＪＩＣＡの通知

に基づき調達事後監査を行い，結果を速やかに政府監察院，当該実施機関の監督官

庁およびＪＩＣＡに報告する。 

また，ＯＤＡ案件において，契約手続時における発注者の権限濫用が不正の温床

となっていることに鑑み，調達手続が順調に進んでいない案件についても，ＪＩＣ

Ａの通知に基づき以下の通り調達事後監査を行う。 

a. 融資契約（Ｌ／Ａ）締結から２年経過してもコンサルタント契約が締結されて

いない案件については，コンサルタント契約締結後に，当該コンサルタント契

約について調達事後監査を行う。 

b. 融資契約（Ｌ／Ａ）締結から４年経過してもコントラクター契約が１件も締結

されていない案件については，最初のコントラクター契約締結後に，当該コン

トラクター契約について調達事後監査を行う。 

 

３）企業へのコンプライアンス体制構築の働きかけ 

①受注企業のコンプライアンス・プログラムの導入 

全ＯＤＡ案件について，ＯＤＡ実施機関はプロポーザルに各応札企業が有するコ

ンプライアンス・プログラムを記載させ，最低限必要とされる体制が確保されてい

るかを入札評価において確認するとともに，記載の無いプロポーザルについては，

失格とする。 

 

②応募企業によるコンプライアンス宣誓書の強化 

鉄道公社が実施機関であるＯＤＡ案件，及び鉄道公社が実施機関であったＯＤＡ

案件について，ＯＤＡ実施機関は，受注企業が提出するコンプライアンス宣誓書に

おいて，受注企業が不正情報に接した場合ＪＩＣＡの不正腐敗通報窓口／事務所に

通報するよう義務づける。 



 

 

（２）日本側措置 

１）不正腐敗情報に係る窓口の強化 

これまで設置していた不正腐敗情報の受付窓口につき，在ベトナム日本大使館Ｈ

Ｐにおけるベトナム語での相談受付を行うなど一層利用しやすく改善・強化すると

ともに，窓口の存在を改めて広く周知する。 

また，ＪＩＣＡは不正腐敗防止担当部署を設け，外部専門家の参加を得て，不正

腐敗情報に対応する。 

 

①これまで設置していた窓口の改善・強化 

a.「相談」機能の強化（早い段階で相談を受けることにより不正腐敗事案の発生を

未然に防止。各在外公館の担当者を指名するとともに，利便性向上のため，ホーム

ページ上の送信フォームを改善。通報者に不利益が及ばないことが確保されること

を前提に，ベトナム政府との協議を含め必要な対応を行う。対応結果を通報者にフ

ィードバック。） 

b.ホームページ上の英語や現地語による通報の受付（従来日本語のみで受け付けて

いた情報を英語や現地語でも受け付けられるよう，在外公館のホームページを改

善。） 

 

②窓口への相談・通報の促進 

a.自主的に不正を申告した企業については，入札から一定期間排除する措置を減免 

b.在外公館及び本邦での企業等との意見交換等における広報の強化 

 

２） 不正に関与した企業に対する措置に係る規程の更なる強化 

外務省の「日本国のＯＤＡにおいて不正行為を行った者等に対する措置要領」及

びＪＩＣＡの「独立行政法人国際協力機構が実施する資金協力事業において不正行

為等に関与した者に対する措置規程」を改定し，不正に関与した企業に対する，一

定期間入札から排除する措置を更に強化した。改定の主なポイントは以下のとおり。 

 

①贈賄に係る措置の強化 

従来，一定期間入札から排除する措置の期間は不正の行為者によって区別したが，



 

今回，贈収賄防止への全社的な対応を促す観点から，行為者の区分を廃止（外務

省については，贈賄（刑法第１９８条違反）に係る措置期間の上限を１８か月に

引上げ。なお，外務省について，不正競争防止法違反は従来から行為者による区

分なし。）。 

 

②措置期間の延長と明確化 

従来，悪質な場合等は措置期間を「２倍まで」延長できることとなっていたが，

一律「２倍に」延長できるよう改定（最長３６か月は現行のまま）。また，措置

の期間中の企業が，同措置の事由とは別の事由により措置の適用を受ける場合，

措置の期間が連続して３６か月を超える場合がある旨明確化。 

 

③措置対象者の拡大 

外務省の要領に準じて，ＪＩＣＡの規程にＪＩＣＡ資金協力事業に措置対象企業

が下請けとして参加することを認めない条項を追加。また，措置の対象となる者

の企業グループ等にも措置が適用できるよう，また措置の期間中の者が事業譲渡

等を行った場合，当該事業譲渡を受けた者に対しても措置を実施できるよう改定。 

 

３）「ＪＩＣＡ不正腐敗防止ガイダンス」の策定 

ＯＤＡ事業受注企業による不正腐敗防止の取組を更に促すため，不正腐敗の定義，

不正腐敗防止のための制度，相手国政府・実施機関・企業が講じるべき取組等につ

いて解説したガイダンスを作成し，ＯＤＡ事業を受注する企業及びベトナム政府・

実施機関に対して配布する。この取組により，関係者の不正腐敗に関する認知を深

め，不正対策の徹底を求める。 

 

４）企業のコンプライアンス強化のための方策 

不正腐敗を防止するには，企業のコンプライアンスの強化が不可欠。ＯＤＡ事業

の受注企業に対し，以下の取組を講じることにより，コンプライアンスの徹底を更

に促すとともに，不正に直面した場合に日本政府，ＪＩＣＡと連携して対応するよ

う企業の理解を引き続き求めていく。 

①措置期間終了時のコンプライアンス等の改善措置の提出義務化 

措置の対象となった企業に対し，措置の期間の終了までに，コンプライアンス・



 

プログラム等の改善措置を提出することを義務付ける。 

 

②ＯＤＡ事業の関係業界団体との対話の強化 

ＯＤＡ事業の関連業界団体に対し，上記相談窓口の周知を含め，不正腐敗防止の

ための注意喚起を実施するとともに，同団体及び所属企業との意見交換を一層緊密

に行う。また，関係業界団体との対話や企業向けセミナーの強化を通じ，企業に対

し，注意喚起とコンプライアンスの一層の徹底を求めていく。 

 

③技術協力事業及び調査業務における違約金の強化 

日本側(ＪＩＣＡ)が発注元となる技術協力事業及び調査業務については，受注企

業との契約において，受注者に契約不履行や違反が確認された際，契約解除に伴う

違約金として契約金額の１０％に相当する額を徴する条項を規定していたが，これ

に加え，当該事業に関連して外国公務員等に対する贈賄が確認された際には，契約

金額の２０％に相当する額の違約金を課すこととした。 

 

５）ベトナム政府のガバナンス強化，不正腐敗防止に関する能力向上支援 

ＪＩＣＡによる研修，専門家派遣，技術協力プロジェクトを活用して，公共調達

及び不正腐敗防止に関する法制度整備支援を行うほか，ベトナム政府関係者に対す

る契約約款等の周知徹底のためのセミナーを開催するなど，不正腐敗防止のための

能力向上支援を行う。 

 

（３）その他 

フォローアップ会合の開催 

日越両国政府によるフォローアップ会合を開催し，上記不正腐敗防止対策の進捗

について報告・協議を行う。 

 

（了） 


